
２
０
２
３
年
の
労
働

問者
の
実
質
賃
金
（
速
報
）

が
年
換
算
３
７
１
万
円

で
、
前
年
よ
り
９
万
６
千

円
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
直
前

の

年
前
に
比
較
す
る
と

12万
６
千
円
も
の
減
少

33だ
。派

遣
労
働
法
に
よ
る
非

正
規
雇
用
や
、
公
務
労
働

に
お
け
る
会
計
年
度
任
用

職
員
、
働
き
続
け
る
高
齢

者
や
、
子
育
て
し
な
が
ら

働
く
ひ
と
り
親
家
庭
な
ど

が
増
え
て
い
る
。

年
金
も
物
価
高
騰
に
追

い
付
か
ず
目
減
り
し
て
い

る
。全

市
民
対
象
の
２
度
目

の
消
費
喚
起
ク
ー
ポ
ン
券

事
業
が
行
わ
れ
る
が
、
１

回
目
の
状
況
は
。

昨
年

～

月
ま

市
長

10

12

で
の
第
１
回
の
ク
ー
ポ
ン

券
事
業
は
利
用
率

・
90

42

％
。
飲
食
券
は
約

％
に

85

と
ど
ま
っ
た
。

現
在
、
３
月

日
か
ら

22

５
月

日
利
用
の
第
２
回

31

実
施
に
む
け
て
準
備
を
進

め
て
お
り
、
飲
食
券
の
利

用
率
向
上
に
む
け
テ
イ
ク

ア
ウ
ト
利
用
の
さ
ら
な
る

周
知
を
図
る
。

引
き
続
き
物
価
高
騰
の

状
況
や
影
響
を
注
視
し
、

国
や
県
に
必
要
な
支
援
を

要
望
し
て
ゆ
く
。

ఽ
�۽

μ
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▽
２
月

日
、
県

29

福
祉
保
育
労
働
組

合
の
県
要
請
行
動

に
同
席
し
ま
し

た
。特

に
重
要
と
感

じ
た
事
は
、
①
児

童
養
護
施
設
の
職
員
体
制
と
処
遇
、
子

ど
も
へ
の
支
援
が
貧
弱
で
あ
る
事
。

就
職
・
進
学
の
準
備
に
支
度
費
が
あ

る
も
の
の
、
リ
ク
ル
ー
ト
ス
ー
ツ
で
半

分
消
え
て
し
ま
う
。
就
職
先
・
進
学
先

に
職
員
が
保
護
者
の
代
わ
り
に
付
き
添

っ
て
挨
拶
等
支
援
を
す
る
た
め
の
旅
費

等
の
費
用
は
施
設
の
負
担
。
高
卒
後
の

進
学
に
支
援
が
無
く
、
学
費
や
住
居
費

の
負
担
か
ら
諦
め
る
子
ど
も
が
多
い
。

就
職
・
進
学
後
に
挫
折
し
た
子
を
施
設

で
受
け
容
れ
る
と
費
用
は
施
設
負
担
。

②
保
育
所
等
の
負
担
と
学
校
教
育
。

年
前
の
保
育
士
配
置
基
準
が
ほ
と

70

ん
ど
変
わ
ら
ず
、
小
学
校
よ
り
受
け
持

つ
子
ど
も
が
多
く
て
過
重
な
負
担
。

保
育
の
一
環
で
あ
る
給
食
の
食
材
費

（
副
食
費
）
が
自
己
負
担
。

保
育
所
等
で
の
び
の
び
育
て
た
子
ど

も
た
ち
が
、
学
校
に
入
る
と
集
団
行
動

等
で
頭
ご
な
し
の
指
導
を
受
け
る
。
学

校
教
育
の
抜
本
的
見
直
し
を
。

③
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
利
用
抑
制
等

子
ど
も
た
ち
の
厳
し
い
状
況
に
胸
が

痛
み
、
そ
の
中
で
の
職
員
の
皆
さ
ん
の

。

奮
闘
の
様
子
に
胸
が
熱
く
な
り
ま
し
た

議
会
で
取
り
上
げ
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
痛
感
。

▽
３
月
２
日
、
山
形
市
で
お
こ
な
わ
れ

た
国
民
春
闘
共
闘
決
起
集
会
で
来
賓
と

し
て
挨
拶
。
金
権
腐
敗
の
自
民
党
政
治

を
終
わ
ら
せ
、
労
働
者
・
国
民
の
願
い

が
叶
う
政
治
を
つ
く
ろ
う
と
訴
え
、
集

会
終
了
後
、
デ
モ
行
進
に
も
参
加
し
ま

（
県
議

関

徹
）

し
た
。

２３８７NO.
２０２４．３．１０
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新つるおかＨＰ

、

鶴
岡
市
議
会
３
月
定
例
会
が
２
月

日
に
開
会
さ
れ

27

日
本
共
産
党
を
代
表
し
て
菅
井
巌
議
員
が
、
①
物
価
高

騰
対
策
、
②
行
財
政
改
革
と
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討
、
③
防

災
、
④
特
別
会
計
・
保
険
事
業
、
⑤
学
校
教
育
の
課
題

に
つ
い
て
、
総
括
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

消
費
喚
起
ク
ー
ポ
ン
１
回
目
の
状
況
は

行
財
政
改
革
に
よ
る

問定
員
適
正
化
計
画
（
職
員

削
減
）
は
、
会
計
年
度
任

用
職
員
や
民
間
な
ど
へ
の

転
換
に
繋
が
り
、
公
共
と

公
務
の
役
割
の
後
退
が
心

配
だ
。

頻
発
化
し
て
い
る
災
害

、

、

対
応
や

市
の
重
点
施
策

子
育
て
、
医
療
介
護
・
福

祉
、
産
業
、
公
共
整
備
、

教
育
や
地
域
振
興
な
ど
の

課
題
解
決
の
た
め
に
は
、

公
共
、
公
務
の
充
実
こ
そ

必
要
だ
。

今
後
の
市
事
業
計
画

で
、
民
営
化
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導

入
検
討
は
す
べ
き
で
な
い

と
考
え
る
が
。

多
様
化
す
る
課
題

市
長

解
決
に
、
効
率
的
か
つ
弾

力
的
に
業
務
を
遂
行
で
き

る
体
制
構
築
を
目
指
す
。

緊
急
性
や
重
要
度
に
応

じ
た
職
員
の
増
・
減
員
を

行
い
、
計
画
期
間
内
で
の

目
標
達
成
を
目
指
し
、
定

員
管
理
を
進
め
る
。

国
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
・
Ｐ
Ｆ
Ｉ

手
法
導
入
優
先
的
検
討
規

定
の
策
定
手
引
き
を
参
考

に
、
今
年
度
内
に
市
の
規

定
策
定
に
向
け
た
検
討
を

進
め
て
い
る
。

能
登
半
島
地
震
で
の

問死
者
の
９
割
が
、
家
屋
倒

壊
に
よ
る
圧
死
だ
。

高
齢
化
率
が
高
く
、
古

い
木
造
家
屋
も
多
く
、
耐

震
化
工
事
が
資
金
難
な
ど

で
進
ま
な
か
っ
た
と
聞

く
。市

の
住
宅
耐
震
化
の
現

状
と
対
応
は
ど
う
か
。

市
の
木
造
住
宅
耐

市
長

震
化
率
は
、
令
和
３
年
度

の
市
建
築
物
耐
震
改
修
促

進
計
画
で
は

・
８
％
で

80

あ
る
。

市
で
は
、
旧
耐
震
基
準

（
昭
和

年
５
月
以
前
）

56

の
木
造
住
宅
を
対
象
に
、

耐
震
診
断
費
用

万
円
の

13

９
割
を
補
助
し
、
耐
震
補

強
工
事
は
工
事
費
の
１
／

３
で
上
限

万
円
の
補
助

60

を
実
施
し
て
お
り
、
大
き

な
地
震
が
起
き
る
と
増
え

る
傾
向
に
あ
る
。

山
形
県
沖
地
震
（
令
和

２
年
度
）
は
、
耐
震
診
断

件
、
改
修
工
事
５
件
で

10あ
っ
た
。

今
年
度
は
耐
震
診
断
２

件
で
、
改
修
工
事
０
件
で

あ
る
が
、
能
登
半
島
地
震

以
降
に
問
い
合
わ
せ
が
多

く
寄
せ
ら
れ
、
現
在

件
17

の
相
談
を
受
け
、
今
後
も

増
え
る
と
思
わ
れ
、
制
度

の
周
知
を
行
っ
て
ゆ
く
。

（
２
面
に
つ
づ
く
）

市
の
住
宅
耐
震
化
の
現
状
と
対
応
は

公
共
、
公
務
の
充
実
こ
そ
必
要



土木課入札結果（ ）内は予定価格
2月29日入札分

・手向幹線表層改良工事(債務負担行為)
中止

・井岡下清水線道路改良工事(債務負担行為)
中止

・大山馬町線道路改良工事(債務負担行為)（大山三丁目地内 （入札5業者））
(有)大地工営 4,700,000円（4,810,000円）工期～9/27（落札率97.71％）
関根坂野下線法枠設置工事(債務負担行為)（坂野下地内）（入札7業者うち2業者辞退）・

(株)山本組 24,600,000円（25,400,000円）工期～11/1（落札率96.85％）

介
護
保
険

市
独
自
支
援
図
る
べ
き

介
護
保
険
の
次
期
計

問画
で
は
、
介
護
給
付
準
備

基
金

・

億
円
に
は
手

15

54

を
付
け
ず
、
繰
越
金
の
約

９
億
円
か
ら
６
・
６
億
円

を
充
て
る
。

財
源
を
活
用
し
、
課
題

で
あ
る
保
険
料
負
担
の
軽

減
と
介
護
人
材
確
保
の
対

策
に
、
市
独
自
支
援
を
図

る
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う

か
。

来
年
度
か
ら
の
保

市
長

険
料
基
準
額
は
、
国
の
示

し
た
介
護
報
酬
引
き
上
げ

を
踏
ま
え
る
と
上
昇
す
る

こ
と
か
ら
、
低
所
得
者
に

配
慮
し
た
負
担
軽
減
に
、

繰
越
金
充
当
で
、
現
行
と

同
額
に
据
え
置
く
も
の

だ
。介

護
給
付
準
備
基
金

は
、
第
９
期
計
画
以
降
も

団
塊
世
代
の
介
護
需
要
が

高
ま
り
、
介
護
給
付
費
の

大
幅
増
と
保
険
料
上
昇
が

令
和
５
年
度
第
４
回
国

民
健
康
保
険
運
営
協
議
会

（
佐
藤
昌
哉
会
長
）
が
２

月

日
開
か
れ
ま
し
た
。

13令
和
６
年
度
は
税
率
改

正
を
行
わ
ず
、
８
年
度
末

ま
で
は
現
行
税
率
で
の
運

営
が
可
能
。

令
和
６
年

月
２
日
実

12

施
の
健
康
保
険
証
の
廃
止

に
関
し
、
令
和
６
年
８
月

１
日
か
ら
令
和
７
年
７
月

日
ま
で
の
健
康
保
険
証

31の
交
付
を
行
う
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

を
取
得
し
て
い
な
い
被
保

険
者
に
は

「
資
格
確
認

、

書
」
が
交
付
と
な
り
、
混

在
す
る
時
期
が
生
じ
る
。

国
保
税
の
課
税
限
度
額

は
、
後
期
支
援
金
等
分
を

万
円
か
ら

万
円
に
２

22

24

万
円
上
げ
、
基
礎
分

万
65

円
と
介
護
分

万
円
の
合

17

計
で
、
１
０
４
万
円
か
ら

１
０
６
万
円
に
な
る
。

低
所
得
者
世
帯
へ
の
税

額
軽
減
に
係
る
軽
減
判
定

基
準
所
得
額
の
引
き
上
げ

は
、
５
割
軽
減
世
帯
の
判

定
基
準
額
を
５
千
引
き
上

げ
、
２
割
軽
減
世
帯
の
判

定
基
準
を
１
万
円
引
き
上

げ
る
等
が
決
ま
り
ま
し

た
。坂

本
昌
栄
委
員
は
、
基

金
の
投
入
に
よ
り
国
保
税

の
引
下
げ
は
出
来
る
こ
と

を
述
べ
、
限
度
額
引
き
上

げ
に
反
対
し
ま
し
た
。

委
員
か
ら
の
「
マ
イ
ナ

保
険
証
の
利
用
登
録
と
病

院
で
の
利
用
率
は
」
と
の

質
問
に

「
令
和
５
年
９

、

月

日
時
点
で
、
利
用
登

30録
は
２
万
３
８
８
１
人

中
１
万
５
７
９
７
人
、

・
１
％
で
あ
る
」
と

66答
え
、
利
用
率
に
つ
い

、「

て
は
他
委
員
か
ら

10

％
前
後
で
は
あ
る
が
、

病
院
の
事
務
の
負
担
軽

減
と
な
る
」
と
の
意
見

が
あ
り
ま
し
た
。

（
１
面
の
つ
づ
き
）

中
長
期
的
に
見
込
ま
れ
る

こ
と
か
ら
、
一
定
水
準
を

確
保
し
、
段
階
的
に
活
用

し
て
ゆ
く
。

新
た
に
シ
ル
バ
ー
人
材

セ
ン
タ
ー
の
介
護
助
手
派

遣
事
業
に
補
助
を
行
う
と

と
も
に
、
デ
ジ
タ
ル
活
用

に
よ
る
事
業
者
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の
構
築
に
よ
る
事
務

負
担
軽
減
を
図
り
、
人
材

確
保
の
支
援
を
し
て
ゆ

く
。

教
育
委
員
会
が
２
月

問に
行
っ
た
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
に
、
市
民
か
ら
多

く
の
問
題
が
寄
せ
ら
れ
た

と
聞
く
。

問
題
が
大
き
い
小
中
一

貫
教
育
の
導
入
は
行
わ

ず
、
小
規
模
校
の
良
さ
を

発
揮
し
、
地
域
の
特
徴
を

生
か
し
、
地
域
に
根
ざ
し

た
真
の
教
育
改
革
を
す
す

め
る
べ
き
だ
が
ど
う
か
。

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

教
育
長

メ
ン
ト
で
は
様
々
な
意
見

が
あ
っ
た
こ
と
を
重
く
受

け
止
め
、
計
画
の
位
置
づ

け
や
計
画
策
定
後
の
進
め

方
に
つ
い
て
見
直
し
を
行

う
こ
と
と
し
た
。

各
中
学
校
ブ
ロ
ッ
ク
で

議
論
す
る
中
で
、
各
校
の

取
組
や
、
地
域
性
を
再
確

認
し
、
特
徴
を
生
か
し
た

特
色
あ
る
学
校
づ
く
り
進

め
る
こ
と
を
基
本
と
す

る
。合

意
形
成
が
整
っ
た
と

こ
ろ
か
ら
、
小
中
一
貫
教

育
を
導
入
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
丁
寧
に
説
明

し
、
各
ブ
ロ
ッ
ク
で
の
検

討
が
進
む
よ
う
取
組
む
。

一
律
、
画
一
的
に

市
長

導
入
す
る
方
式
は
と
ら
な

い
と
す
る
も
の
で
、
パ
ブ

コ
メ
に
た
く
さ
ん
の
意
見

が
あ
る
こ
と
も
承
知
し
て

い
る
。

教
育
委
員
会
で
的
確
に

取
組
ま
れ
る
も
の
と
考
え

る
。

荘
内
看
護
専
門
学
校
で

卒
業
式

鶴
岡
市
立
荘
内
看
護
専

門
学
校
（
鈴
木
聡
校
長
）

の
卒
業
証
書
授
与
式
が
２

日
、
荘
銀
タ
ク
ト
で
行
わ

れ
、

名
が
決
意
を
新
た

15

に
看
護
師
と
し
て
歩
み
出

し
ま
し
た
。

坂
本
昌
栄
議
員
が
、
厚

生
常
任
委
員
長
と
し
て
出

席
し
ま
し
た
。

学
校
給
食

Ｐ
Ｆ
Ｉ
と
一
本
化
に
反
対

小
中
一
貫
導
入
せ
ず
真
の
教
育
改
革
を

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

問の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
化
に
は
懸
念
す

る
課
題
が
多
く
あ
る
。

改
築
計
画
は

「
持
続

、

可
能
な
地
域
づ
く
り

災
」「

害
リ
ス
ク
」
に
欠
か
せ
な

い
公
共
と
公
務
の
重
要
性

を
念
頭
に
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
検
討

の
民
営
化
と
大
規
模
・
効

率
化
で
の
市
一
本
の
セ
ン

タ
ー
化
は
採
用
す
べ
き
で

な
い
と
考
え
る
が
ど
う

か
。

令
和
６
年
度
予

教
育
長

算
案
で
は
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入

可
能
性
調
査
を
予
定
し
て

い
る
。

基
本
計
画
は
今
年
度
策

定
を
目
指
し
て
い
た
が
、

基
本
構
想
に
明
示
さ
れ
た

整
備
課
題
調
査
の
中
で
、

米
飯
の
供
給
体
制
に
つ
い

て
、
な
お
検
討
が
必
要
で

あ
る
。

担
当
か
ら
は
、
学

市
長

校
に
お
い
て
も
Ｐ
Ｐ
Ｐ
・

Ｐ
Ｆ
Ｉ
手
法
が
導
入
さ
れ

て
い
る
例
も
あ
る
と
聞
い

て
お
り
、
十
分
に
理
解
す

る
必
要
が
あ
る
。


